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総
務
文
教
常
任
委
員
会
は
、
６

月
６
日
に
開
催
さ
れ
、
付
託
を
受

け
た
執
行
部
提
出
議
案
７
件
（
分

割
付
託
３
件
を
含
む
）
の
審
査
を

行
い
ま
し
た
。
主
な
質
疑
は
次
の

と
お
り
で
す
。

職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に

関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
の
制
定
に
つ
い
て

（
議
案
第
33
号
）　

　

時
間
外
勤
務
命
令
に
つ
い
て
、

限
度
時
間
を
定
め
る
人
事
院
規
則

の
改
正
が
行
わ
れ
た
国
家
公
務
員

に
準
じ
、
職
員
の
勤
務
時
間
、
休

暇
等
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
に

規
定
す
る
に
あ
た
り
、
条
例
中
に

規
則
に
委
任
す
る
規
定
を
設
け
る

必
要
が
あ
る
た
め
、
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

問
：
任
命
権
者
が
別
に
定
め
る
例

外
業
務
と
は
具
体
的
に
ど
う
い
う

業
務
で
す
か
。

答
：
重
大
な
事
件
・
事
故
、
個
人

の
生
命
、
身
体
を
守
る
た
め
の
対

応
、
あ
る
い
は
、
現
在
、
各
課
に

お
い
て
時
間
外
勤
務
が
ひ
と
月
45

時
間
を
超
え
る
業
務
、
例
え
ば
、

税
の
確
定
申
告
、
住
民
税
の
賦
課

業
務
、
選
挙
事
務
な
ど
、
現
状
を

踏
ま
え
て
例
外
業
務
を
定
め
る
予

定
で
す
。

　

保
健
福
祉
常
任
委
員
会
は
、
６

月
７
日
に
開
催
さ
れ
、
付
託
を
受

け
た
執
行
部
提
出
議
案
９
件
（
分

割
付
託
３
件
を
含
む
）
の
審
査
を

行
い
ま
し
た
。
主
な
質
疑
は
次
の

と
お
り
で
す
。

専
決
処
分
を
報
告
し
、
承
認
を
求

め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
小
郡
市
国

民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
）（
報
告
第
５
号
）

　

国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
限
度

額
の
見
直
し
と
低
所
得
者
に
対
す

る
国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
措
置

の
拡
充
を
行
う
も
の
で
す
。

問
：
基
礎
課
税
額
（
医
療
費
分
）

の
限
度
額
を
61
万
円
に
上
げ
た
こ

と
で
、
影
響
が
出
て
い
る
世
帯
は

ど
れ
く
ら
い
あ
り
ま
す
か
。

答
：
対
象
と
な
る
世
帯
は
、
１
４

４
世
帯
で
す
。
あ
わ
せ
て
軽
減
措

置
の
拡
充
に
よ
り
、
調
定
の
減
収

額
は
１
６
０
万
円
と
な
り
ま
す
。

　

都
市
経
済
常
任
委
員
会
は
、
６

月
10
日
に
開
催
さ
れ
、
付
託
を
受

け
た
執
行
部
提
出
議
案
10
件
（
分

割
付
託
３
件
を
含
む
）
の
審
査
を

行
い
ま
し
た
。
主
な
質
疑
は
次
の

と
お
り
で
す
。

常 任 委 員 会 審 査 報 告

高
齢
者
の
運
転
免
許
証

　
　
　
　
自
主
返
納
事
業
に
つ
い
て

　

高
齢
者
の
運
転
免
許
証
自
主
返
納

事
業
を
ど
う
し
て
止
め
た
の
で
す
か
。

免
許
証
を
返
し
た
ら
生
活
に
支
障
を

き
た
す
人
が
沢
山
い
ま
す
。
こ
の
よ

う
な
人
達
に
、
踏
み
間
違
い
防
止
装

置
の
取
付
費
用
と
し
て
、
う
き
は
市

は
最
大
３
万
７
千
円
。
熊
本
県
玉
名

市
は
５
万
円
補
助
し
て
い
ま
す
。
小

郡
市
で
も
補
助
で
き
ま
せ
ん
か
。

市
長

−

返
納
を
迷
っ
て
い
た
方
々
の

返
納
を
促
す
刺
激
策
と
し
て
は
一
定

の
成
果
が
あ
り
ま
し
た
。
今
後
は
、

公
共
交
通
体
系
の
整
備
や
買
い
物
支

援
の
施
策
に
注
力
す
べ
き
だ
と
判
断

し
ま
し
た
。

経
営
政
策
部
長

−

踏
み
間
違
い
防
止

装
置
に
つ
い
て
は
、
国
の
動
向
も
注

視
し
な
が
ら
、
効
果
的
な
施
策
を
検

討
し
て
い
き
ま
す
。

財
政
再
建
に
つ
い
て

　

本
年
３
月
議
会
に
お
い
て
、
「
速

や
か
に
財
政
状
況
の
改
善
策
を
講
じ

る
こ
と
。
」
と
い
う
附
帯
決
議
を
付

け
て
平
成
31
（
令
和
元
）
年
度
予
算

を
可
決
し
ま
し
た
。
今
般
、
議
会
へ

示
さ
れ
た
「
小
郡
市
緊
急
財
政
対
策

計
画
」
を
作
成
す
る
に
あ
た
り
ど
の

様
な
点
に
注
意
を
払
わ
れ
ま
し
た
か
。

田
篭
元
市
長
は
今
の
財
政
状
況
よ
り

も
良
い
状
況
に
も
関
わ
ら
ず
市
民
に

申
し
訳
な
い
と
、
給
与
を
３
％
カ
ッ

ト
、
平
安
前
市
長
は
10
％
カ
ッ
ト
し

ま
し
た
。
加
地
市
長
は
給
与
カ
ッ
ト

す
る
考
え
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

市
長

−

既
存
の
個
別
事
業
を
検
証
し
、

事
業
の
廃
止
、
縮
小
、
見
直
し
を
行

い
、
経
常
経
費
の
削
減
に
取
り
組
ん

で
い
き
ま
す
。
特
別
職
の
給
与
カ
ッ

ト
に
つ
い
て
の
判
断
は
、
自
ら
行
う

も
の
で
す
。
議
員
の
報
酬
は
ど
う
な

っ
て
い
る
の
か
市
民
の
方
か
ら
も
お

尋
ね
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

　

財
政
再
建
の
た
め
に
は
市
民
の
皆

さ
ん
に
大
き
な
迷
惑
を
か
け
る
わ
け

で
す
。
市
長
自
身
が
給
与
カ
ッ
ト
し

な
い
と
は
ど
う
な
ん
で
し
ょ
う
か
。

　

先
輩
議
員
は
、
平
成
15
年
１
月
分

か
ら
平
成
22
年
12
月
分
ま
で
議
員
報

酬
を
２
％
カ
ッ
ト
し
ま
し
た
。
私
は

当
た
り
前
の
様
に
議
員
報
酬
を
そ
の

ま
ま
い
た
だ
く
こ
と
は
出
来
ま
せ
ん
。

今
後
、
議
員
報
酬
の
カ
ッ
ト
を
実
現

す
べ
く
、
多
く
の
議
員
の
賛
同
を
得

る
よ
う
尽
力
し
て
ま
い
り
ま
す
。

総
務
文
教
常
任
委
員
会
報
告

保
健
福
祉
常
任
委
員
会
報
告

都
市
経
済
常
任
委
員
会
報
告

古
賀　
敏
彦

（
志
成
会
）
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小
郡
市
工
場
等
設
置
奨
励
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定
に

つ
い
て（
議
案
第
39
号
）

　

適
用
要
件
の
う
ち
、
「
対
象
業

種
の
明
確
化
」
と
「
事
業
所
の
従

業
員
数
及
び
投
資
額
」、「
立
地
個

所
を
市
全
域
と
す
る
」
と
い
う
大

き
く
３
点
に
つ
い
て
改
正
を
お
願

い
す
る
も
の
で
す
。

問
：
投
資
額
を
「
１
千
万
円
」
か

ら
「
１
億
円
」
に
改
め
る
こ
と
や
、

立
地
個
所
を
市
全
域
に
す
る
理
由

に
つ
い
て
お
尋
ね
し
ま
す
。

答
：
投
資
額
は
、
近
隣
自
治
体
で

は
１
億
円
以
上
が
多
く
、
こ
れ
ま

で
小
郡
市
で
は
15
社
に
適
用
し
て

い
ま
す
。
そ
の
中
で
土
地
代
を
除

く
投
資
額
の
最
低
額
が
１
億
円
程

で
あ
っ
た
た
め
、
そ
れ
ら
を
参
考

に
土
地
取
得
価
格
を
除
く
１
億
円

に
改
正
す
る
も
の
で
す
。

　

ま
た
、
立
地
個
所
を
市
全
域
に

す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
東
部
、

西
部
地
区
は
、
土
地
利
用
、
都
市

計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
に
も
位
置

付
け
て
い
ま
す
が
、
東
部
・
西
部

地
区
に
限
ら
ず
、
市
全
域
を
企
業

誘
致
の
対
象
と
考
え
て
は
ど
う
か

と
い
う
こ
と
で
、
枠
を
撤
廃
す
る

こ
と
と
し
ま
し
た
。

★
専
決
処
分
を
報
告
し
、
承
認
を

求
め
る
こ
と
に
つ
い
て（
小
郡

市
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
）（
報
告
第
６
号
）

　

個
人
住
民
税
の
住
宅
借
入
金
等

特
別
税
額
控
除
の
適
用
期
間
が
２

年
間
延
長
さ
れ
た
こ
と
や
単
身
児

童
扶
養
者
に
つ
い
て
も
非
課
税
措

置
が
導
入
さ
れ
、
令
和
３
年
度
以

降
の
住
民
税
に
適
用
さ
れ
る
も
の

で
す
。

★
専
決
処
分
を
報
告
し
、
承
認
を

求
め
る
こ
と
に
つ
い
て（
平
成

　

30
年
度
小
郡
市
一
般
会
計
補
正

　
予
算（
第
10
号
））（
報
告
第
７
号
）

　

庁
舎
建
設
基
金
積
立
金
20
万
４

千
円
の
増
額
補
正
は
、
庁
舎
建
設

基
金
に
お
け
る
利
息
分
を
積
み
立

て
る
も
の
で
す
。

★
専
決
処
分
を
報
告
し
、
承
認
を

求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
平
成

　

31
年
度
小
郡
市
一
般
会
計
補
正

　
予
算（
第
１
号
））（
報
告
第
８
号
）

　

プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
事
業

に
関
し
、
各
担
当
課
が
計
上
す

る
補
正
予
算
で
す
。
事
業
内
容

は
、
消
費
税
の
10
％
へ
の
引
き
上

げ
に
伴
い
、
低
所
得
者
及
び
子
育

て
世
帯
の
消
費
に
与
え
る
影
響
の

緩
和
と
と
も
に
、
地
域
に
お
け
る

消
費
の
喚
起
を
目
的
に
国
の
全
額

補
助
に
よ
り
実
施
す
る
も
の
で
、

２
万
５
千
円
の
商
品
券
を
２
万
円

で
購
入
で
き
る
も
の
で
す
。

★
専
決
処
分
を
報
告
し
、
承
認
を

求
め
る
こ
と
に
つ
い
て（
令
和

元
年
度
小
郡
市
国
民
健
康
保
険

事
業
特
別
会
計
補
正
予
算（
第

１
号
））（
報
告
第
９
号
）

　

平
成
30
年
度
歳
入
歳
出
の
確
定

に
伴
い
、
歳
入
が
不
足
し
、
令
和

元
年
度
予
算
か
ら
繰
上
充
用
す
る

必
要
が
生
じ
た
た
め
、
前
年
度
繰

上
充
用
金
と
し
て
１
億
６
９
０
万

円
を
計
上
す
る
も
の
で
す
。

★
専
決
処
分
を
報
告
し
、
承
認
を

求
め
る
こ
と
に
つ
い
て（
平
成

30
年
度
小
郡
市
介
護
保
険
事
業

特
別
会
計
補
正
予
算（
介
護
保

険
事
業
勘
定
）（
第
４
号
））（
報

告
第
10
号
）

　

介
護
給
付
費
準
備
基
金
積
立
金

７
１
３
０
万
円
の
増
額
補
正
は
、

平
成
30
年
度
の
介
護
保
険
料
余
剰

分
６
６
０
０
万
円
や
平
成
29
年
度

か
ら
平
成
30
年
度
へ
の
繰
越
金
の

残
額
３
７
５
万
３
６
９
１
円
な
ど

に
よ
る
も
の
で
す
。

★
専
決
処
分
を
報
告
し
、
承
認
を

求
め
る
こ
と
に
つ
い
て（
平
成

30
年
度
小
郡
市
下
水
道
事
業
会

計
補
正
予
算（
第
３
号
））（
議
案

第
11
号
）

　

事
業
費
等
の
確
定
に
よ
り
、
予

算
の
整
理
を
行
う
も
の
で
す
。

★
特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の
も

の
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
に
関

す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
の
制
定
に
つ
い
て

（
議
案
第
34
号
）

　

国
会
議
員
の
選
挙
等
の
執
行
経

費
の
基
準
に
関
す
る
法
律
及
び
公

職
選
挙
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
が
公
布
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
も
の
で

す
。

★
小
郡
市
行
政
不
服
審
査
法
施
行

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

の
制
定
に
つ
い
て（

議
案
第
35
号
）

　

工
業
標
準
化
法
の
一
部
改
正
に

よ
り
、「
日
本
工
業
規
格
」
が
「
日

本
産
業
規
格
」
に
改
正
さ
れ
る
こ

と
に
伴
い
、
条
例
に
規
定
さ
れ
て

い
る
語
句
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

★
小
郡
市
地
域
運
動
広
場
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
制
定

に
つ
い
て（
議
案
第
36
号
）

　

10
月
１
日
か
ら
消
費
税
及
び
地

方
消
費
税
の
税
率
の
合
計
が
８
％

か
ら
10
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ

と
に
伴
い
、
引
き
上
げ
分
を
使
用

料
に
転
嫁
す
る
た
め
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

★
小
郡
市
災
害
弔
慰
金
の
支
給
等

に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

　
（
議
案
第
37
号
）

　

災
害
弔
慰
金
の
支
給
等
に
関
す

る
法
律
及
び
同
法
施
行
令
の
改
正

が
行
わ
れ
た
こ
と
並
び
に
近
年
の

自
然
災
害
の
頻
発
や
社
会
情
勢
を

踏
ま
え
、
被
災
者
支
援
の
充
実
を

図
る
観
点
か
ら
、
災
害
援
護
資
金

の
貸
し
付
け
に
係
る
運
用
を
改
善

す
る
た
め
、
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
も
の
で
す
。

★
小
郡
市
介
護
保
険
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
の
制
定
に
つ

い
て（
議
案
第
38
号
）

　

10
月
１
日
か
ら
の
消
費
税
の

10
％
へ
の
引
き
上
げ
に
合
わ
せ
た

介
護
保
険
法
改
正
に
伴
い
、
保
険

料
の
さ
ら
な
る
軽
減
拡
充
を
図
る

こ
と
、
元
号
を
令
和
に
改
め
る
こ

と
な
ど
、
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
も
の
で
す
。

★
小
郡
市
地
区
計
画
の
区
域
内
に

お
け
る
建
築
物
の
制
限
に
関
す

る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例
の
制
定
に
つ
い
て

（
議
案
第
40
号
）

　

地
区
計
画
区
域
内
に
お
い
て
、

建
築
物
な
ど
の
形
態
と
意
匠
の
制

限
の
追
加
と
、
平
成
31
年
１
月
に

決
定
告
示
さ
れ
た
松
崎
・
上
岩
田

地
区
の
地
区
計
画
の
建
築
制
限
の

追
加
を
行
う
た
め
、
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

議
案
の
主
な
内
容
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★
小
郡
市
森
林
環
境
譲
与
税
基
金

条
例
の
制
定
に
つ
い
て

（
議
案
第
41
号
）

　

森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲

与
税
に
関
す
る
法
律
が
創
設
さ
れ

た
こ
と
に
伴
い
、
こ
の
譲
与
税
を

基
金
と
し
て
積
み
立
て
、
適
正
に

管
理
・
運
用
す
る
た
め
制
定
す
る

も
の
で
す
。

★
小
郡
市
屋
外
広
告
物
条
例
の
制

定
に
つ
い
て（
議
案
第
42
号
）

　

屋
外
広
告
物
等
に
よ
る
公
衆
に

対
す
る
危
害
を
防
止
す
る
と
と
も

に
、
市
の
良
好
な
景
観
を
保
全
、

形
成
し
、
風
致
を
維
持
す
る
た
め
、

小
郡
市
の
景
観
計
画
に
基
づ
き
地

区
ご
と
の
基
準
を
定
め
る
も
の
で

す
。

★
令
和
元
年
度
小
郡
市
一
般
会
計

補
正
予
算（
第
２
号
）の
承
認
に

つ
い
て（
議
案
第
43
号
）

　

幼
児
教
育
・
保
育
無
償
化
対
策

費
１
５
９
５
万
２
千
円
の
増
額
は
、

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
費
補

助
金
で
、
歳
出
の
全
額
が
県
補
助

金
で
賄
わ
れ
る
も
の
で
す
。

★
令
和
元
年
度
小
郡
市
介
護
保
険

事
業
特
別
会
計
補
正
予
算（
介

護
保
険
事
業
勘
定
）（
第
１
号
）

の
承
認
に
つ
い
て（

議
案
第
44
号
）

　

介
護
保
険
シ
ス
テ
ム
改
修
委
託

料
、
２
３
５
万
１
千
円
の
増
額
は
、

消
費
税
増
税
に
伴
う
介
護
保
険
料

軽
減
拡
充
及
び
介
護
報
酬
改
定
等

に
対
応
す
る
た
め
の
も
の
で
す
。

★
立
石
中
学
校
校
舎
大
規
模
改
造

工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い

て（
議
案
第
45
号
）

　

本
年
９
月
30
日
を
完
成
期
限
と

し
て
入
札
し
た
結
果
、
落
札
額

１
億
７
０
９
４
万
５
６
４
０
円
で

工
事
請
負
契
約
を
締
結
す
る
に
あ

た
り
、
議
会
の
議
決
を
求
め
る
も

の
で
す
。

★
市
道
の
認
定
に
つ
い
て

　
（
議
案
第
46
号
）

　

県
道
と
し
て
供
用
さ
れ
て
い
る

西
福
童
交
差
点
の
西
側
、
佐
賀
県

と
の
県
境
か
ら
新
端
間
橋
の
手
前

ま
で
、
県
道
久
留
米
小
郡
線
ま
で

の
区
間
を
小
郡
・
西
福
童
36
号
線

と
し
て
認
定
す
る
も
の
で
す
。

★
稲
吉
橋
補
修
工
事
請
負
変
更
契

約
の
締
結
に
つ
い
て

　
（
議
案
第
47
号
）

　

平
成
30
年
第
４
回
小
郡
市
議
会

定
例
会
に
お
い
て
議
決
を
受
け
、

本
契
約
を
締
結
し
た
工
事
に
つ
い

て
、
工
法
の
変
更
に
伴
う
工
事
請

負
変
更
契
約
が
生
じ
る
こ
と
か
ら
、

議
会
の
議
決
を
求
め
る
も
の
で
す
。

地
方
財
政
の

充
実
・
強
化
を
求
め
る
意
見
書

（
議
員
提
出
議
案
第
１
号
）

　

地
方
自
治
体
は
、
子
育
て
支

援
策
の
充
実
と
保
育
人
材
の
確

保
、
高
齢
化
が
進
行
す
る
中
で
の

医
療
・
介
護
な
ど
の
社
会
保
障
へ

の
対
応
、
地
域
交
通
の
維
持
な
ど
、

果
た
す
役
割
が
拡
大
す
る
中
で
、

人
口
減
少
対
策
を
含
む
地
方
版
総

合
戦
略
の
実
行
や
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

制
度
へ
の
対
応
、
大
規
模
災
害
を

想
定
し
た
防
災
・
減
災
事
業
の
実

施
な
ど
、
新
た
な
政
策
課
題
に
直

面
し
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
地
方
公
務
員
を
は
じ
め

と
し
た
公
的
サ
ー
ビ
ス
を
担
う
人

材
が
限
ら
れ
る
中
で
、
新
た
な

ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
と
細
や
か
な
公

的
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
困
難
と

な
っ
て
お
り
、
人
材
確
保
を
進
め

る
と
と
も
に
、
こ
れ
に
見
合
う
地

方
財
政
の
確
立
を
め
ざ
す
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
２
０
２
０
年
度
の

政
府
予
算
と
地
方
財
政
の
検
討
に

あ
た
っ
て
は
、
歳
入
・
歳
出
を
的

確
に
見
積
も
り
、
人
的
サ
ー
ビ
ス

と
し
て
の
社
会
保
障
予
算
の
充
実

と
地
方
財
政
の
確
立
を
め
ざ
す
こ

と
が
必
要
で
す
。
こ
の
た
め
、
政

府
に
以
下
の
事
項
の
実
現
を
求
め

ま
す
。

１
．
社
会
保
障
、
災
害
対
策
、
環

境
対
策
、
地
域
交
通
対
策
、

人
口
減
少
対
策
な
ど
、
増
大

す
る
地
方
自
治
体
の
財
政
需

要
を
的
確
に
把
握
し
、
こ
れ

に
見
合
う
地
方
一
般
財
源
総

額
の
確
保
を
は
か
る
こ
と
。

２
．
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制

度
、
地
域
医
療
の
確
保
、
地

域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構

築
、
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
、

介
護
保
険
制
度
や
国
民
健
康

保
険
制
度
の
見
直
し
な
ど
、

急
増
す
る
社
会
保
障
ニ
ー
ズ

へ
の
対
応
と
人
材
を
確
保
す

る
た
め
の
社
会
保
障
予
算
の

確
保
お
よ
び
地
方
財
政
措
置

を
的
確
に
行
う
こ
と
。

３
．
災
害
時
に
お
い
て
も
住
民
の

命
と
財
産
を
守
る
防
災
・
減

災
事
業
は
、
こ
れ
ま
で
以
上

に
重
要
で
あ
り
、
自
治
体
庁

舎
を
は
じ
め
と
し
た
公
共
施

設
の
耐
震
化
や
緊
急
防
災
・

減
災
事
業
の
対
象
事
業
の
拡

充
と
十
分
な
期
間
の
確
保
を

行
う
こ
と
。

４
．
地
方
財
政
計
画
に
計
上
さ
れ

て
い
る
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し

ご
と
創
生
事
業
費
」
に
つ
い

て
は
、
自
治
体
の
財
政
運
営

に
不
可
欠
な
財
源
と
な
っ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
現
行
水
準

を
確
保
す
る
こ
と
。

５
．
自
治
体
基
金
は
、
財
政
調
整

や
特
定
目
的
の
た
め
に
積
ま

れ
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
当

該
自
治
体
の
財
政
に
余
裕
が

あ
っ
て
積
ま
れ
る
も
の
で
は

な
い
。
従
っ
て
、
自
治
体
基

金
の
残
高
を
理
由
に
交
付
税

の
削
減
等
を
強
行
し
な
い
こ

と
。

６
．
森
林
環
境
譲
与
税
の
譲
与
基

準
に
つ
い
て
は
、
地
方
団
体

と
協
議
を
進
め
、
林
業
需
要

の
高
い
自
治
体
へ
の
譲
与
額

を
増
大
さ
せ
る
よ
う
見
直
し

を
進
め
る
こ
と
。

７
．
２
０
２
０
年
度
か
ら
始
ま
る

会
計
年
度
任
用
職
員
の
処
遇

改
善
の
た
め
の
財
源
確
保
を

は
か
る
こ
と
。

可
決
さ
れ
た
意
見
書


